
北海道告示第10443号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和８年３月13日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その46）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 保育士確保対策事業費 社会福祉法人北 「保育士確保対策事業」を実 定額 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

補助金 海道社会福祉協議 施する資金を積み立てるための 保福第１の14号様式 保福第１の29号様式 提出期限 別に指示す

社会福祉法人北海道社 会 経費 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

会福祉協議会が行う「保 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

育士確保対策事業」を実 保福第１の32号様式 子ども政策

施するために必要な資金 別に指示する様式 局子ども政

を積み立てるための経費 策企画課

を補助することを目的と

する。

２ 保育士資格取得・登録 児童福祉法第18 保育士試験の受験申請に係る 定額 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

に係るオンライン手続化 条の９に規定する オンライン手続化を実施するた 保福第１の16号様式 保福第１の29号様式 提出期限 別に指示す

事業費補助金 指定試験機関 めに必要なシステムの導入費用、（寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

保育士試験の受験申請 リース料、工事費、報償費、旅 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

に係る手続等についてＩ 費、需用費、役務費、委託料、 ときは、補助金 保福第１の32号様式 子ども政策

ＣＴ化の推進を図るとと 使用料及び賃借料、備品購入費 等の額の算定に 別に指示する様式 局子ども政

もに、利用者等の利便性 当たり、当該寄 策企画課

の向上を図るため、必要 附金その他の収

なシステム改修や構築等 入金の控除を

に係る費用について予算 行う。）

の範囲内で補助する。

３ 障害児通所支援事業所 道内（指定都市 障害児通所支援事業所等を利 ４分の３以内 (1)実績による交付 保福第１の２号様式 提出部数 １部

等における熱中症防止対 ・中核市の指定を 用する子どもの熱中症防止に資 申請を行う場合 保福第１の30号様 提出期限 別に指示す

策支援事業費補助金 除く。）に児童発 する壁掛けエアコン等を導入す （寄附金その他 保福第１の２号様式 保福第１の31号様式 る日

障害児通所支援事業所 達支援、児童発達 るために必要な経費 の収入金がある 保福第１の16号様式 別に指示する書類 提 出 先 保健福祉部



等を利用する子ども等の 支援センター、放 ときは、補助金 保福第１の18号様式 子ども政策

熱中症防止に資するため 課後等デイサービ 等の額の算定に 保福第１の31号様式 局子ども家

必要とする経費を補助す ス、福祉型障害児 当たり、当該寄 保福第１の32号様式 庭支援課

ることにより、障害児通 入所施設、医療型 附金その他の収 （申請者が市町村で

所支援事業所等を利用す 障害児入所施設及 入金の控除等を ある場合を除く。）

る子どもの環境改善を図 び障害児相談支援 行う。） 別に指示する書類

ることを目的として、予 事業所を設置する (2)(1)によらない交

算の範囲内で補助する。 市町村及び法人等 付申請を行う場合

並びに設置する法 保福第１の２号様式

人等に対し補助す 保福第１の16号様式

る市町村等 保福第１の18号様

保福第１の20号様式

保福第１の32号様式

（申請者が市町村で

ある場合を除く。）

別に指示する書類


